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平素、愛媛県並びに県内市町の行政の推進につきまして、格別の御高配を賜

り、深く感謝を申し上げます。 

現在、我が国では、２年以上にわたり新型コロナウイルスとの闘いが続き、

さまざまな分野に影響が生じておりますが、一方で、コロナ禍を契機として、

人々の価値観やライフスタイルが大きく変わりつつあり、こうした社会変化を

前向きにとらえ、将来の成長につなげていく必要があると感じています。 

愛媛県では、感染防止対策の徹底を図りつつ、社会経済活動を前に進めてい

くための各種施策を積極的に展開しているところであり、特に、コロナ禍での

変化をふまえ、地域の持続的な発展には、ＤＸの推進が極めて重要との考えの

下、本県のデジタル戦略の指針となる「あたらしい愛媛の未来を切り拓くＤＸ

実行プラン」を策定し、地域経済の将来を担うデジタル人材の育成と県内産業

のＤＸを両輪として、県民所得の向上や県民が広くデジタル化の恩恵を享受で

きる社会の実現を目指すこととしております。 

また、平成３０年の西日本豪雨災害からの創造的復興に向け、被災者の生活

再建支援やかんきつ園地の再編復旧、復興を後押しするイベントの開催等に取

り組むとともに、県政の３本柱である「防災・減災対策」、「人口減少対策」、

「地域経済の活性化」の一層の深化に努め、「愛
え

顔
がお

あふれる愛媛づくり」第３ス

テージの総仕上げに、「オール愛媛」でまい進していく所存です。 

国におかれましては、最優先課題である新型コロナ対策に加え、成長と分配

の好循環による新しい資本主義の実現を図るため、科学技術の振興やデジタル

田園都市国家構想、経済安全保障、国土強靭化などに取り組んでおられるとこ

ろでありますが、本県の施策を実効性あるものとするためには、財源の確保は

もとより、防災・減災対策や地域経済の活性化に欠かせない社会資本の整備、

地域の実情に即した事業を推進する上での各種制度の創設や見直しなど、これ

まで以上に強力な国の御支援が必要です。 

つきましては、本県の現状や課題をふまえ、愛媛県並びに県内市町の発展に

重要不可欠な提案・要望項目を重点施策として取りまとめましたので、令和５

年度政府予算の編成および政策の決定に当たりまして、格別の御理解、御配慮

を賜りますようお願い申し上げます。 

 

             愛媛県知事     中村 時広 
 

             愛媛県市長会長   武智 邦典 
 

             愛媛県町村会長   佐川 秀紀 
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 １ 西日本豪雨災害により被災したかんきつ産地の 

復興について 
【農林水産省】 

 

【提案・要望事項】 

 西日本豪雨災害により大きな被害を受けたかんきつ産地の創造的復
興に向けた再編復旧の取組を支援すること。 
・再編復旧４地区の着実な推進に必要な予算を確保すること。 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○産地の復旧状況 

平成 30年７月に発生した西日本豪雨災害では、「かんきつ王国愛媛」を支え

る南予地域等の主要産地で、数多くの園地が崩落し、収入の糧となる樹体やス

プリンクラー・モノレール等の施設が流失したほか、パイプラインが破損、道

路が寸断するなど、崩落園地以外にも影響は広範囲に及んだ。 

県では、「かんきつ産地の創造的復興」を県政の最優先課題に位置づけ、市町

やＪＡ等と一丸となって取り組んできた結果、抜本的な対策が必要となる崩落

園地を除いては、パイプラインや農道、モノレール等の施設復旧が概ね完了し、

ほぼ被災前の状態を取り戻している。崩落園地の復旧についても、「原形復旧」

「改良復旧」「再編復旧」の３つのパターンで進めており、国の災害復旧事業を

活用した「原形復旧」「改良復旧」は、順次、復旧工事が完了し、営農が再開さ

れている。 

○再編復旧の取組 

原状への復旧のみならず、急傾斜な厳しい生産条件、担い手の高齢化や労働

力不足等の産地の課題に対応するため、国庫補助事業を活用し、県下４地区で

周辺の被災していない園地も含めて大規模にほ場整備を行う「再編復旧」を進

めている。４地区では、関係市町やＪＡ等と連携し、災害に強く生産性の高い

園地への再建はもとより、優良品種やマルチドリップ栽培等の先進技術の導入、

早期成園化、新規就農者の育成等の取組を一体的に進めている。 

○再編復旧４地区の進捗状況 

玉津地区（宇和島市吉田町）は、令和２年度から農地中間管理機構関連農地

整備事業に着手し、令和３年７月から工事を開始。 

由良地区（松山市興居島）、上浦地区（今治市大三島）は、令和３年度から農

地中間管理機構関連農地整備事業に着手し、上浦地区は令和４年３月から工事

を開始。 

立間地区（宇和島市吉田町）は、令和４年度から畑地帯総合整備事業に着手

し、工事の実施に向けた測量設計を進めている。 
 

【実現後の効果】 

◇ 被災したかんきつ農家の経営発展に加え、新規就農者の確保、オリジナル

品種の生産拡大等が図られ、産地や地域の維持発展につながる。 

 ◇ 本県の農業を支えるかんきつ産地の創造的復興により、本県農業全体の体

質強化が図られる。 
 

県担当部署：農林水産部 農業振興局 農地整備課 
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地区名  Ｈ30  R1  R2  R3  R4  R5  R6  R7  R8 
                   

①玉津（たまつ） 

宇和島市吉田町 
 
構想検討 

地元合意 

 計画策定 

（県単） 
 

農地中間管理機構関連農地整備事業 
区画整理 6.8ha 

  

                   

②由良（ゆら） 

松山市興居島 
 
構想検討 

地元合意 

 計画策定 

（国補） 
 

農地中間管理機構関連農地整備事業 
区画整理 9.7ha 

  

                   

③上浦（かみうら） 

今治市大三島 
 

構想検討 

地元合意 
 
計画策定 

（国補） 
 

農地中間管理機構関連農地整備事業 
区画整理 6.8ha 

  

                   

④立間（たちま） 

宇和島市吉田町 
 

構想検討 

地元合意 
 
計画策定 

（国補） 
 

畑地帯総合整備事業 
区画整理、農道、用水施設 7.4ha 

 

 

かんきつ産地の創造的復興に向けた再編復旧の取組状況 

◆ 事業実施スケジュール（予定） 

かんきつ産地の創造的復興に向けた再編復旧の取組状況 

〇災害に強く生産性の高い園地に再建（周辺の被災園地以外も含めた大規模なほ場整備） 

〇ほ場整備とあわせて農地を担い手へ集積 

〇新品種・優良品種の導入、ハウス等施設整備、マルチドリップ栽培等先進技術の導入等 

〇担い手の高齢化・後継者不足への対応 ➢ 担い手への農地集積、新規就農者の研修等 

◆ 取組内容 

区画整理前 

【整備構想図】 

白浦工区 

⑤工区 盛工区 正木谷工区 

【工事の実施状況（R４.３月）】 

【玉津地区の取組】 

区画整理後 

①玉津（たまつ） 宇和島市吉田町 

②由良（ゆら）  松山市興居島 ④立間（たちま） 宇和島市吉田町 ③上浦（かみうら） 今治市大三島 

【基盤整備関係】 

〇園地の緩傾斜化、道路・排水路の整備 

〇担い手への農地集積 
 

【営農支援関係】 

〇代替園地の確保 

〇苗木の確保・大苗生産、根域制限栽培の実証 

〇紅プリンセスの産地化 

白浦工区 



- 3 - 

２ 肱川緊急治水対策の推進について 
【内閣府・財務省・国土交通省】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○肱川における治水対策の現状と西日本豪雨での浸水被害 

  肱川流域では、これまでも度重なる洪水被害を受けてきた中、平成 30 年の

西日本豪雨では、過去に経験のない降雨により、平成 16 年に策定した河川整

備計画の目標流量を超える洪水が発生し、浸水戸数約 4,700 戸、浸水面積約

1,400ｈａの甚大な浸水被害となったことから、住民の生命・財産や産業、経

済活動を守り、過疎化が進む流域の人口流出防止や集落の存続を図るため、再

度災害防止に向けた治水対策の早期完成が喫緊の課題となっている。 

○河川激甚災害対策特別緊急事業等による河川改修の推進 

  国と県では、再度災害を防止するため、『肱川緊急治水対策』を策定し、激

特事業による堤防整備の 10 年前倒しや令和元年に変更した河川整備計画に基

づく更なる河川改修を推進しており、激特事業の令和５年度完成に必要な事業

費の確実な確保はもとより、堤防漏水対策やダム整備を具体化した河川整備計

画を早期に策定し、国管理区間の着実な整備推進と県管理区間（大洲市菅田～

西予市野村）の事業推進のための事業費の確保が必要である。 

○山鳥坂ダム建設の推進と野村ダム改良による洪水調節機能の強化 

  計画変更（ダム位置・事業費・工期）が公表された山鳥坂ダム建設は、令和

５年度に予定している本体関連工事着手に向けた重点的な予算確保と早期運

用開始に向けた事業の推進が必要である。また、野村ダムの放流設備増強につ

いても、早期の洪水調節機能強化を目指し、予算確保と改良事業の推進が必要

である。 

○山鳥坂ダムの水源地域振興の核となる県道の整備推進 

また、県道小田河辺大洲線の整備は、水源地域振興の核であるとともに、中

でもダム本体関連工事の着手までに完了する必要がある一次切替区間につい

て、整備推進及び事業費の確保が不可欠である。 
【実現後の効果】 

◇ 西日本豪雨と同規模の洪水に対する再度災害防止 

【提案・要望事項】 

西日本豪雨により甚大な浸水被害が発生した肱川流域の再度災害防止に

向け、河川激甚災害対策特別緊急事業等による堤防整備を計画どおり推進す

るとともに、山鳥坂ダム建設や野村ダム改良等を具体化した新たな河川整備

計画を早期に策定し、河川の改修やダムの整備を推進すること。 

（1）県管理区間の河川改修を推進するための事業費の確保及び国管理区間

における河川改修や山鳥坂ダム建設、野村ダム改良事業の推進 

（2）山鳥坂ダムの水源地域整備計画に位置付けられた県道小田河辺大洲線

の整備推進 

県担当部署：土木部 河川港湾局 河川課 

道路都市局 道路建設課 
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◎西日本豪雨による浸水被害 

◎山鳥坂ダム及び県道小田河辺大洲線の整備推進 

東大洲地区の浸水状況 

◎肱川緊急治水対策【激特事業等による河川改修（河口～西予市野村）・山鳥坂ダム建設等】 

【近年の浸水被害】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

最重点項目 
 

Ⅱ デジタル技術及びデータを活用した課題解決・価値創造 
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３ デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進に 

係る総合的な支援の充実 

【内閣府・総務省・経済産業省・中小企業庁・国土交通省】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 
○都市部と格差の生じない情報通信基盤の整備促進 

ＤＸの推進のためには、デジタル技術の効果的な活用を支える情報通信基盤

が必要であるが、本県の光ファイバ整備率は 98.5％（令和３年３月末現在）に

とどまり、離島や山間部など不採算地域を多く擁する地方において、都市部と

の整備格差が生じており、５Ｇ基地局整備においても同様の懸念が危惧される。 

○ＤＸの推進を通じた地域経済の活性化と、地域インフラが直面する課題の解決 

コロナ禍におけるデジタル技術の浸透が加速化した時代において、産業競争

力の強化と経済の活性化を進めていくためには、地域の事業者がデジタル人材

を基盤にＤＸを推進し、高付加価値の創出、生産性向上、働き方改革や職場環

境の改善を図ることで、競争上の優位性確立や人材不足等の解消につなげてい

く必要があることから、県内産業のＤＸ推進は喫緊の課題となっている。 

ローカル５Ｇについては、柔軟な整備により地域経済の活性化等への活用が

期待されていることから、国による実証事業の継続・強化に加えて、高額な導

入経費負担を軽減するための財政支援が必要である。 

地域の経済活動を支えるインフラが直面する諸課題の解決に向けては、ＩＣ

Ｔ対象工事の拡大やＢＩＭ/ＣＩＭの推進など、建設工事における３次元デー

タ活用による生産性の向上が必要である。また、地域の事業者であっても実装

可能なＩＣＴの研究・開発や提供のほか、業務プロセスの効率化を図るため、

許可申請手続きのオンライン化や、各種台帳の３Ｄデータ化など、インフラ分

野におけるデータとデジタル技術を活用したＤＸの推進が不可欠である。 
 

【提案・要望事項】 

（1）都市部と格差の生じない情報通信基盤の整備促進 
・光ファイバや５Ｇ基地局などは、ＤＸの基盤であり、地方と都市部とで格

差が生じず、同水準の通信環境となるよう、通信事業者や市町による情報

通信基盤の整備を技術・財政両面から十分に支援すること。 

（2) ＤＸの推進を通じた地域経済の活性化と、地域インフラが直面する 

課題の解決 
・産業競争力の強化と経済の活性化を目指して地域の事業者のＤＸを強力に

推進する本県独自の取組に対して、財政確保を含め、国において必要な措

置を講じること。 

・地域経済の活性化等への活用が期待されるローカル５Ｇの社会実装の促進

に向けて、国による実証事業を推進するとともに、地方の事業者であって

も容易に取り組めるよう、導入経費への支援措置を講じること。 

・頻発・激甚化する災害への対応、急速に拡大する施設等の老朽化、担い手

の減少傾向の継続など、地域の経済活動を支えるインフラが直面する諸課

題の解決に向けて、ＤＸの推進を一層加速させ、地域の事業者であっても

実装可能なＩＣＴの研究・開発や提供などを行うこと。 
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【愛媛県内の取組】 

○えひめ版ＤＸ実行プランに基づく取組の推進 

・ＤＸフラグシップモデルの創出 

・ＤＸ投資を促進する県単独補助金制度の創設 

・ＤＸ伴走支援アドバイザーの設置 

・デジタルマーケティング等による訴求力のある企業誘致 

【基本的方向性】 

①産学官の連携により優れたデジタル人材の育成・誘致に取り組む 

②県内産業のＤＸを力強く推進し、さらに県外ＩＴ企業の誘致を強化 

☞これらを連動させ、好循環のスパイラルにより地域経済の活性化を図る 
 
○５Ｇの利活用 

県、大学、民間事業者等により令和２年度以降、次の取組に着手している。 

事業年度 主な取組 

Ｒ２～ 

･高精細映像を使用した遠隔医療のﾓﾃﾞﾙ事業 

･救急医療現場における高精細映像等の迅速な患者情報提供ｼｽﾃﾑの構築 

･４Ｋ画像のﾘｱﾙﾀｲﾑ伝送による農家への普及指導体制の強化 

･家畜生体情報の高度利用技術の確立 

･県内企業による５Ｇ関連製品の開発を支援する研究施設の整備 

･しまなみ海道ｻｲｸﾘﾝｸﾞ･ｵﾘｼﾞﾅﾙﾛｰﾄﾞﾑｰﾋﾞｰ作成環境構築（ﾛｰｶﾙ５Ｇ） 
･ﾛｰｶﾙ５Ｇ基地局の研究施設敷地内への設置と、県・民間事業者による 
ﾌｨｰﾙﾄﾞ実証実験等の共同研究やｽﾏｰﾄ工場実証（ﾛｰｶﾙ５Ｇ）【県×民間】 

･魚類養殖の適切な給餌量把握（ﾛｰｶﾙ５Ｇ）【県×大学ほか】 

Ｒ３～ ･災害情報共有の高度化検討（ﾛｰｶﾙ５Ｇ）【県×民間ほか】 

 
【実現後の効果】 

◇ ＤＸの推進を通じた地域経済の活性化や県民の安全・安心の確保、地域課題

の解決による持続可能な地域社会の実現 

◇ えひめ版ＤＸ実行プランの実行による県内産業の競争力・収益力の強化を図

り、県内総生産を増大させることで、県民所得を 265万円（2018年）から 300

万円（2030年）への引き上げを目指す。 
 
 
 

県担当部署：企画振興部 デジタル戦略局 デジタルシフト推進課 
          経済労働部 産業支援局 産業創出課 
          土木部 土木管理局 土木管理課 技術企画室 
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４ ＩＴエンジニアを含むデジタル人材の育成・確保への支援 

 【内閣府・総務省・デジタル庁・経済産業省・厚生労働省・文部科学省】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○地方創生を支えるデジタル人材の育成・確保への支援 

社会全体のＤＸ推進が急務となる中、デジタル技術の活用により地域課題を

解決し、地方創生につなげる「デジタル田園都市国家構想」を実現するために

は、高度な知見等を有する外部デジタル人材の活用が不可欠。 

このため、都市部に集中するデジタル人材を必要とする期間にわたり活用で

きる仕組みとして、地方自治体のニーズを踏まえた「人材バンク」の構築が必

要であるとともに、地元の人材を成長させるための人材育成も喫緊の課題。 

○産業ＤＸを支えるデジタル人材の育成・確保への支援 

県民所得（県内総生産）の向上を実現するためには、付加価値率の高いＩＴ

産業の重点的振興と生産性向上など県内産業全体のＤＸ推進、加えて県外ＩＴ

企業の誘致を強化していく必要がある。 

しかしながら、県内ＩＴ企業も大幅な人員不足に陥っているとともに、企業

内でデジタルを活用してビジネス変革を進めることができるＤＸ推進人材に

ついても県内では少数であることから、基盤となるデジタル人材の育成・確保

が急務となっている。 

 
【愛媛県内の取組】 
○外部人材を積極的に活用したＤＸの推進 

○えひめ版ＤＸ実行プランに基づく施策の展開 
 
【実現後の効果】 

◇ ＤＸの推進を通じた地域課題の解決による持続可能な地域社会の実現 

◇ 2030年までに、１万人のデジタル人材を育成・確保する 

 
県担当部署：企画振興部デジタル戦略局デジタルシフト推進課 

経済労働部 産業支援局 産業人材課 

【提案・要望事項】 

（1) 地方創生を支えるデジタル人材の育成・確保への支援 
・デジタル技術及びデータの活用は、地域課題の解決を通じた地方創生の実

現に大きな役割を果たし、人口減少・少子高齢化が進む地方でこそ真価を

発揮するもので、更なる取組が必要であるため、地方自治体のニーズを踏

まえた実効的なデジタル人材の確保・活用につながる「人材バンク」を創

設するとともに、地元人材をデジタル人材に成長させる取組等への支援の

充実を図ること。 

（2) 産業ＤＸを支えるデジタル人材の育成・確保への支援 
・県内ＩＴ企業の振興や県内企業のＤＸ推進、県外ＩＴ企業の誘致強化の基

盤となるデジタル人材の育成・確保に係る県独自の取組に対して、財源確

保を含め、国において必要な支援を講じること。 
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◆愛媛県デジタル総合戦略（令和２年度～） 
県政のあらゆる分野におけるＤＸを推進するため、「県民本位」「市町との協

働」「官民共創」を基本方針としたデジタル総合戦略（令和３年３月策定）に
基づき、「行政のＤＸ」「暮らしのＤＸ」「産業のＤＸ」に取り組んでいる。 

 ［戦略概要］ 
◆基本理念：デジタルでつなぎ切り拓く、活力と安心感あふれる愛顔のえひめ 

◆基本方針：県民本位・市町との協働・官民共創 

◆基本姿勢：挑戦・連携・創造 

◆位置付け：第六次愛媛県長期計画の分野別計画、官民データ活用推進計画 

◆推進体制：最高デジタル責任者（ＣＤＯ）を司令塔とする愛媛県デジタル総合戦略本部 

◆戦略期間：令和３年度から令和５年度の３年間 

◆推進方法：長期計画アクションプログラム編のＫＰＩの達成状況等も踏まえながら、 

１年ごとに進捗状況等を検証の上、適宜見直し 

ビジョン・戦略 

行政のＤＸ 

～県民本位のスマートえひめ～ 

暮らしのＤＸ 

～安全・安心のデジタル共生社会～ 

産業のＤＸ 

～デジタルで飛躍する地域経済～ 

・聖域なきＤＸの推進 

・手のひら県庁への挑戦 

・働き方のニューノーマル 

・えひめ情報・データハイウェイの構築 

・事業のデジタルシフト 

・「チーム愛媛」のＤＸ 

・「安全・安心」スマート防災の実現 

・ＤＸによる防犯・交通安全の推進 

・デジタル教育先進県えひめへの挑戦 

・デジタルによる自分らしい生活の実現 

・ライフステージに応じたＤＸの推進 

・デジタルでつなぐまちづくり 

・産業のＤＸを担う人材・企業づくり 

・スマート農林水産業の愛媛発モデルの展開 

・スマートものづくりによる技術革新 

・ＤＸによる営業活動の強化 

・一歩先行くデジタルプロモーションの実践 

・ポストＤＸへの共創 

【取組推進基盤】官民共創デジタルプラットフォーム 

 
 

・外部人材の活用：ＣＤＯ補佐官（非常勤特別職２名） 
デジタルコーディネーター（副業・兼業人材６名） 

・県と市町の協働に基づく取組：県内全 20 市町が参加した全国初の「ＤＸ協
働宣言」（令和３年３月）に基づき、業務ＩＣＴ化やデータ利活用など複数
分野の外部人材をチーム愛媛の体制でシェアして活用する仕組み等を構築。 

◆えひめ版ＤＸ実行プランに基づく人材育成・確保の取組 
 
推
進
基
盤 

◆デジタル人材育成・確保プラットフォーム 

 ○「愛媛県デジタル人材育成推進会議」による産学官での人材ニーズや育成策の共有 

 ○官民連携による「IT人材バンク」での人材育成・確保に関する施策の実施 

 ○スマートマッチングによる雇用のミスマッチ解消と定着支援 

高
度
デ
ジ
タ
ル
人
材 

◆高度デジタル人材の育成・誘致 

 ○本県での IT企業起業者を短期集中で養成する「合宿型ブートキャンプ」の実施 

 ○高度な大学生・第二新卒者を対象に、奨学金返還支援の助成内容を拡充 

 ○特設WEBサイトによる県内 IT企業や人材育成の情報発信、県外人材のマッチング支援 

 ○ネパールからの高度な若手 IT人材の受入れ（マッチング、日本語教育、入国サポート） 

 ○副業による専門人材のスキル活用に向けた受入企業の掘り起こし、マッチング支援 

 ○能力開発施設における公共職業訓練を通じた IT系スキルの習得支援 

 ○IT系の教育機関やスクールに対するカリキュラムの高度化支援 

 ○新たな IT系の教育機関やスクールの誘致、県立 IT系教育機関の設置検討 

Ｄ
Ｘ
推
進
人
材 

◆企業におけるDX推進人材の育成 

 ○DX推進に不可欠な経営層の意識改革を目的としたセミナー、個別サポート 

 ○社内でDXプロジェクトを企画・推進できる実務担当者等の中核人材の育成 

 ○愛媛大学等と連携したデータ利活用セミナー、データサイエンス公開講座 

 ○えひめ ITベンチャーネットワークの構築（養殖、かんきつ、サイクリング等） 

未
来
の
人
材 

●産学官金が連携し、デジ 
 タル人材を育成・確保 
●IT企業等に人材を供給 

●県内 IT企業で即戦力 
 として活躍できる人材 
 （ミドル～ハイレベル） 
●県内人材の育成、県外 
 からの人材誘致 

●県内の全産業において、 
 DXを推進できる社内の 
 中核人材 

◆デジタル人材の裾野拡大 

 ○県内外の IT企業による県内大学での IT基礎講座 

 ○意欲的な若年者を対象とした実践的なプログラミング技術の習得支援 

 ○誘致 IT企業や県内 IT企業の現役 SE との意見交換による IT業界の理解促進 

 ○大手 IT企業等の人材育成コンテンツを活用した女性や障がい者のリスキリング支援 

 ○成長分野・人手不足分野を対象とした産業別オンライン職業訓練の実施 

●県内 IT企業等が求める 
 若年人材 
 （エントリ～ミドルレベル） 
●ITを理解し、就職後も 
 意欲的にスキルアップ 

県
内
Ｉ
Ｔ
産
業
の
重
点
的
振
興  

／  

県
内
産
業
の
Ｄ
Ｘ 
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５ 次世代のデジタル人材を育む学校ＤＸの推進 
[1] STEAM 教育の推進と情報教育・産業教育の実践について

                        【文部科学省】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○STEAM教育は、文理の枠を越え国際競争力を持った人材の育成に資するととも

に、授業に対する満足度の低下や校外の勉強時間の二極化という高校教育の課

題に対し、生徒の強力な学ぶ動機付けになり得る。 

○高等学校学習指導要領では、全ての生徒が「情報Ⅰ」を履修し、プログラミン

グ等を学習する必要があるが、本県では他教科を専門とする教員が情報科を担

当しており、プログラミング等に関する教員の指導力向上が急務である。 

○急速に進展する情報技術やグローバル化等に対応するためには、最先端の産業

教育設備による高度な技術を生徒に身に付けさせる必要がある。 

○中学校学習指導要領では、職場体験活動などの勤労観・職業観に関わる啓発的

な体験の重要性が示されている。 
 
【愛媛県内の取組】 

○令和４年４月からSTEAM教育にデータサイエンスやプログラミングに関する教

育を加えた「STEAM教育研究開発事業」を実践校３校でスタートした。 

〇県総合教育センターにおいてプログラミングの授業を想定した研修を実施す

るとともに、オンデマンド研修により自己研修できる体制を整備している。 

○国の「デジタル化対応産業教育設備整備費」（令和２年度第３次補正予算）に

より最新の産業教育設備を整備した。 

○県内中学校で原則５日間の職場体験学習を実施しており、受入企業等のデータ

ベースを公開し、学校と受入企業等のマッチングを支援するほか、参加生徒の

傷害保険、損害賠償保険加入などを行っている。 
 
【実現後の効果】 

◇中学生段階での勤労観、職業観の育成や、質の高い情報教育・産業教育の実践

を通じて、地域の産業界や愛媛の未来を牽引するリーダーを育成  

【提案・要望事項】 

（1) STEAM教育の効果的な推進・環境整備 

  ・STEAM教育の研究に関する補助事業の創設や有効な研究事例等の情報提供、

教員の指導力向上のための研修プログラムの充実を行うこと。 

  ・産学官のコーディネートやカリキュラム開発支援を行う STEAM教育支援員

の配置や、施設設備、教材等の整備・更新に対する財政支援を行うこと。 

（2) 効果的な情報教育の推進 

  ・教員の指導力向上のための研修プログラムの充実を行うこと。 

（3) 先端技術を活用した専門的職業人の育成 

  ・環境制御温室、測量 CADシステムの導入など最新の産業教育関係施設・設

備の充実に対する財政支援を行うこと。 

（4) 地元企業等と連携した職場体験学習の推進 

  ・職場体験学習に係る保険料、講師派遣等に対する財政支援を行うこと。 

 

県担当部署：教育委員会事務局 指導部 義務教育課・高校教育課 
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【効果的な情報教育の推進】 最新の産業教育関係施設・設備の充実 

課題 急速に進展している情報技術や経済社会のグローバル等 
へ対応 

☆高校在学中に最先端の産業教育設備での実習 
☆卒業後、即戦力となるよう高度な技術の習得 

産業教育振興法（昭和 62年度制定）に基づいた継続した整備の実施 

継続的な整備・ 

更新が必要 
地域の産業界 

を牽引！ 

デジタル対応等の 
最新設備の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○職場体験学習モデル：モデルを示し、各学校の状況に応じて実施 

基本モデル 企業や地域の実態に応じて次の運用も可 

５日連続同一企業型 

Ａ社 
５日 

 
 

５日間連続複数企業型 

Ａ社 
２日 

Ｂ社 
３日 

より多くの企業を理解 
生徒の希望に沿った職種を選択 

５日分散型 

Ａ社３日 土
日
等 

Ａ社２日 

Ａ社３日 Ｂ社２日 

繁忙期に合わせることでより充実した活動 
土日や夏休みの活用も可能 

 

センターの課題別研修 
及びオンデマンド研修 

 

情報活用能力
の育成 

教員の指導力
向上 

プログラミング
教育の推進 

教員の専門性
向上 

教員の専門性を更に 
高める研修プログラム 

 ＋ 
 

STEAM教育の推進

事業概要

　教科等横断的な学びの中で、実社会での問題を発見し、解決する資質・能力を育成する
STEAM教育に、データサイエンス（DS）やプログラミングに関する教育を加えた
「STEAM教育研究開発事業」を推進することで、「多面的に学び、考える力」を育成す
るとともに、その成果を県下一円の県立高校等へ普及することにより、進学指導の強化を
目指すとともに、普通科、職業学科、総合学科等において愛媛の未来を牽引するリーダー
の育成を目指す。

最終目的（効果）

 　開発したカリキュラムなどの成果を県下一円の県立高校等へ普及することにより、
✔ 「多面的に学び、考える力」で県全体の就職・進学指導の強化
　　（各種入試や就職試験などにおける合格率向上など、進路指導の一助となる。）
✔ 普通科、職業学科、総合学科等において愛媛の未来を牽引するリーダーの育成
　　（進学・就職後も、主体的に研究・提案できる人材を育成する。）

教
職
員
の
資
質
向
上
・
成
果
を
各
教
科
に
往
還

“課題研究”

Ｒ４
・まずは、教科間のコラボからはじめ、

教科の壁を融かす。

・課題研究の基本的な手法を身に付ける。
・レゴや３Ｄプリンターを活用し、プログラミングの
基礎を習得。

Ｒ５
・与えられた課題に対し、教科等横断的

な視点で解決する姿勢を身に付ける。

・レゴや３Ｄプリンターで、アイデア通りのものを
作製。
・自分のやりたいことを見つけ、研究し、
コンテスト等に応募。

Ｒ６

・教科等横断型授業のメソッドを確立し、
普段の授業でも実施。
・実社会の課題を、自ら発見し、解決
する力を身に付ける。

・課題研究の内容をブラッシュアップ、メソッドの
確立。
・研究論文の作成や成果報告会などで、
プレゼン力・論理的思考力などを身に付ける。

“教科等横断型授業”

ＳＴＥＡＭ教育研究開発事業

２つの柱

公
開
授
業
（
学
期
に
一
回
）

指定校

三 島(普通･商業)

松山南(普通･理数)

八幡浜(普通･商業)
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５ 次世代のデジタル人材を育む学校ＤＸの推進 
[2] 教育の情報化の促進について 

 
【文部科学省】  

【提案・要望事項】 

（1) 持続可能な「ＧＩＧＡスクール構想」の実現 

「ＧＩＧＡスクール構想」を持続可能なものとするため、通信費や保守管理

経費等のランニングコストに対する財政支援や、今後の端末更新時の費用に対

する国庫補助について、高等学校を含めた制度設計とすること。 

（2) 効果的なＩＣＴ教育の推進への支援 

・義務教育課程における全教科でのデジタル教科書の無償供与を実現すること。 

・授業等でのＩＣＴ機器の効果的な活用のため、ＩＣＴ支援員の配置促進に向け

た十分な予算措置や補助制度の創設などを講じること。また、教員のＩＣＴ

活用指導力向上のため、研修プログラムの充実等支援を拡充すること。 

（3) 県独自のＣＢＴシステムへの財政支援等 

・ＣＢＴシステムを令和の教育のスタンダードなものと捉え、本県独自のシス

テムのランニングコストやバージョンアップに対する財政支援を行うこと。 

・国のＣＢＴシステムの運用に係る有効事例等の情報提供を行うこと。 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○教育のＩＣＴ活用は学びのスタンダードであり、１人１台端末は小・中・高一

貫して学びに不可欠なツールであるが、高額な端末整備・更新経費の負担を家

庭に求めることは困難であり、財政力による地域格差が生じることのないよう、

高校まで国の支援が必要である。 

〇また、ＩＣＴ教育の効果を高めるには、質の高い豊富なデジタル教材の活用や、

機器の円滑な活用を支援するＩＣＴ支援員の配置拡充が不可欠である。 

〇ＣＢＴシステムは、評価や課題分析等を通じて学びの質の向上と教員の負担軽

減に大きく寄与するものであり、全国の学校での日常的な活用につながるよう

県独自の取組に対する支援が必要である。 
 
【愛媛県内の取組】 

○本県では、全県立学校の普通教室と特別教室計 1,907室において無線ＬＡＮ（学

習系Ｗｉ-Ｆｉシステム）を整備したほか、全県立学校での端末整備に併せ、

小中学校においても１人１台端末を整備し、本格的に運用を開始している。ま

た、電子黒板等についても令和４年度に整備を完了する計画である。 

○ＩＣＴ支援員は、県独自に、高等学校新学習指導要領の「情報Ⅰ」を開講する

県立高校等に配置するほか、教員配置の工夫の中で小中学校へ配置している。 

○学びの充実と教員の負担軽減に向けて、本県では令和３年度に全国に先駆け県

独自のＣＢＴシステムを構築し、中学校で導入した後、順次小学校・高校・特

別支援学校へも拡大する予定である。 
 
【実現後の効果】 

◇ＩＣＴ環境整備の加速化、目標水準の達成に向けた環境整備の一層の進捗 

◇児童生徒への 21世紀にふさわしい学びの提供 

県担当部署：教育委員会事務局 指導部 義務教育課・高校教育課 
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【県立学校整備計画】 

  
【えひめ ICT学習支援システム】 

 
１ 開発コンセプト 

児童生徒 学習の成果と課題の早期把握による「個別最適な学び」の実現 

教  員  採点・集計業務の自動化による「業務負担縮減」の達成 
 
２ システムの概要 

⑴ ＣＢＴシステム 

県独自の学力調査及び県内の全ての公立学校（小・中・高・特）の定期テスト・ドリ

ル等をコンピュータ上で実施するためのシステム 

 ⑵ 調査結果分析システム 

ＣＢＴシステムと連動し、瞬時に採点・集計し、成果や課題を多角的に分析することが

できるシステム 
 

３ 開発・運用スケジュール 

Ｒ３年度 システム開発（民間委託）➢  県独自の学力調査で運用開始（Ｒ４.１～）  
Ｒ４年度 全中学校で本格運用   ➢  小・高・特支に拡大 

 
４ システム画面 

 

 

 

 

 

 

 

 
数式モード、化学式モード、予測変換停止機能 
学年別漢字限定機能、不快語除去機能 等を搭載 

アシスト機能 テストやドリルの一覧表示 

ｿﾌﾄｳｪｱｷｰﾎﾞｰﾄ  ゙調査画面 マイページ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 


